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Ⅰ 総論                              

１．目  的 

急速な少子化の進行等を踏まえ，時代の社会を担う子どもたちが健やかに生まれ，か

つ，育成されていく環境を社会全体として整えていくことが必要であるという認識に立

って，平成１５年７月に「次世代育成支援対策推進法」が制定されました。この法律で

は，各地方公共団体や事業主などが各々の立場で地域における次世代を担う子どもが健

やかに生まれ，かつ育成される環境の形成を図ることを目的とした「特定事業主行動計

画」を策定し，取り組みを進めることが義務付けられました。 

本組合においても，次世代育成支援対策推進法の規定に基づき，行動計画策定指針に

掲げられた基本的視点を踏まえつつ，職員が仕事と家庭を両立させ，子育てをしていく

ことが出来る勤務環境の形成と，子どもの体験活動の支援を通じ子どもの健全育成を図

るため，本行動計画を策定し，取り組みを行ってきました。 

しかし，そのような中にあっても，職員が，職業生活と家庭生活を両立し，父親とし

て，母親として，子育てをしていくことができるよう職場をあげて支援していく必要が

あります。職員一人ひとりが，この計画の内容を自分自身に関わることと捉え，互いに

協力しあって，子どもが健やかに生まれ，育成される環境を更に改善し，充実させるこ

とが必要とのことから，行動計画を策定するものです。 

 

２．計画期間 

次世代育成支援対策推進法は，平成１７年度から平成２６年度までの１０年間の時限

立法でありましたが，これが一部改正され，法律の有効期限が平成３７年３月３１日ま

で１０年間延長されました。 

今回の計画期間は，平成２９年度から平成３２年度までの４年間の計画とします。 

 

 

Ⅱ 具体的な実施内容                        

１．職員の勤務環境の形成 

１）妊娠中及び出産後における配慮 

（１）母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている「特別休暇制度」について周知

を図る。 

（２）出産費用の給付等，経済的支援措置について周知し活用を図る。 

（３）妊娠中の職員の健康管理や安全に配慮し，業務分担の見直しを適時行う。 

（４）妊娠中の職員に対し，時間外勤務の配慮をすることとする。 
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２）子どもの出生時における父親の休暇取得の促進 

 子供の出生時における父親の特別休暇及び年次休暇の取得促進（例えば，５日間程度）

について周知徹底を図る。 

 

３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

 （１）育児休業及び部分休業制度等の周知 

① 育児休業等の制度の趣旨及び内容や休業期間中の育児休業手当金の支給等の経済

的な支援措置について，職員に対して周知を図る。 

   ② 男性職員も育児休業等を取得できることについての周知を図る。 

（２） 育児休業及び部分休業を取得しやすい環境づくり 

① 育児休業等の取得の申出があった場合，所属課において業務分担の見直しを行う。 

② 管理職等から職員に対して，育児休業等の制度の趣旨を周知徹底させ，職場の意識

改革を進め，育児休業等を取得しやすい環境づくりを行う。 

③ 育児休業等の取得を希望する職員に対し，経験者に関する情報提供を行い，不安の

軽減を図る。 

 （３） 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

① 育児休業を取得している職員が円滑に職場復帰できるよう，休業中に職員に対する

定期的な情報提供を行うとともに，職場復帰に際して必要な支援を行う。 

   ② 復帰する際には，管理職等は円滑に復帰できるように支援する。 

 （４） 育児休業等を取得した職員の代替要員の確保 

① 所属内の人事配置等によって，育児休業中の職員の業務を遂行することが困難なと

きは，任期付採用及び臨時的任用等の活用による適切な代替要員の確保を図る。 

 

４）時間外勤務の縮減 

（１）小学校就学の始期に達するまでの子どものいる職員の時間外勤務を制限する制度につ

いて周知徹底を図る。 

（２）定時退庁日を設定し，実施徹底を図る。 

  

 ５）休暇取得の促進 

（１）職員が安心して年次休暇を取得できるよう，事務処理において相互応援ができる体制

を整備する。 

（２）計画的な年次休暇の取得を図るため，各課の業務計画を策定・周知することにより，

職員の計画的な年次休暇を取りやすい雰囲気の醸成や環境整備に努める。 

（３）ゴールデンウィーク期間・夏季休暇や国民の祝日を組み合わせて年次休暇を取得する

ことによる連続休暇の促進を図る。 

（４）小学校就学の始期に達するまでの子どもの看護のための特別休暇について，職員に周
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知を図るとともに，その取得を希望する職員が，円滑に取得できる環境を整備する。 

 

２．その他の次世代育成支援対策に関する事項 

１）子ども・子育てに関する地域貢献活動 

 （１）子ども・子育てに関する活動等の地域貢献活動に，職員の積極的な参加を支援する。 

 （２）子どもが参加する各種学習会等の行事において，講師・ボランティアリーダー等とし

て職員の積極的な参加を支援することに取組む。 

（３）地域の子どもを対象とした職場見学会を実施するなど，子どもとふれあう機会の充実

を図る。 

 

 

Ⅲ おわりに                            

  少子化や核家族化の進展，勤務形態の多様化などにより，職員の子育て環境は，今後さら

に変化していくことが予想されます。 

  この行動計画を実践することによって，職員が次世代育成の重要性を強く認識し，より働

きやすい職場を一体となってつくっていくことで，仕事と家庭生活がより一層充実したもの

となるよう願っています。 


